
1 7 年 国 調人

口
1 2 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

1 9 . 3 . 3 1
1 8 . 3 . 3 1
増  減  率

91,867 人
人
％

87,626
4.8

90,462 人
人89,635

0.9 ％

１７ 年 国 調区 　 分

3,378

7.2
第 １ 次

第 ２ 次
17,580

37.6

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１２ 年 国 調

7.8

3,508

17,727

39.4

第 ３ 次
24,964

53.4

22,850

50.7
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

16,323,192

35,006 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

147.24

624

35,006 0.1
42,305 0.1

都 道 府 県 名

08

茨 城 県

団 体 名

2325

神栖市

市 町 村 類 型 Ⅱ－０

地方交付税種地 1 - 2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

21,697,595 61.4 21,697,595 84.7
1,547,326 4.4 1,547,326 6.0

42,305 0.2
28,640 0.1

974,935 2.8 974,935 3.8
18,996 0.1 18,996 0.1

- - - -
224,822 0.6 224,822 0.9

- - - -
490,735 1.4 490,735 1.9
869,322 2.5 539,320 2.1
539,320 1.5 539,320 2.1
330,002 0.9 - -

25,929,682 73.4 25,599,680 99.9
19,063 0.1 19,063 0.1

393,727 1.1 - -
307,220 0.9 - -
109,894 0.3 - -

2,253,854 6.4 - -
- - - -

1,373,812 3.9 - -
42,078 0.1 3,334 0.0
1,000 0.0 - -

454,966 1.3 - -
2,330,015 6.6 - -
744,585 2.1 1,664 0.0

1,351,778 3.8 - -

35,311,674 100.0 25,623,741 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

21,682,016

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

21,682,016 99.9 -

99.9 -
8,002,228 36.9 -
116,576 0.5 -

3,483,868 16.1 -

-

388,794 1.8

-

-
4,012,990

-

18.5 -

-

12,620,951 58.2

-

12,534,756 57.8

-

133,168 0.6
925,669 4.3

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

15,579 0.1

15,579 0.1
15,579 0.1 -

- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振
28,640

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

○

×

×

×
0.1

×

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

○

×

×

○

-

×

○

○

区 　 　 　 　 分 平成 1 8年度 (千円 ) 平成 1 7年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

35,311,674 34,597,360
31,743,856 32,267,345
3,567,818 2,330,015

9,815 30,462
3,558,003 2,299,553
1,258,450 851,356
1,048,801 1,025,465

- -
434,594 2,114,977

1,872,657 -238,156

平成１８年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

612 2,153,090 3,518
37 113,200 3,059
51 167,660 3,287
- - -
- - -

663 2,320,750 3,500

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

○

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ×

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 7.04.01 8,200

副市区町村長 1 7.04.01 6,400

収 入 役 - - -

教 育 長 1 7.04.01 5,800

議 会 議 長 1 7.04.01 3,900

議 会 副 議 長 1 7.04.01 3,500

議 会 議 員 46 7.04.01 3,300

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 6,582,726 20.7 6,300,857 6,261,116 23.5
う ち 職 員 給 4,473,997 14.1 4,220,723 - -

扶 助 費 4,821,446 15.2 2,019,333 2,018,126 7.6
公 債 費 2,241,515 7.1 2,208,290 2,208,290 8.3

元 利 償 還 金 2,241,515 7.1 2,208,290 2,208,290 8.3
一時借入金利子 - - - - -

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

13,645,687 43.0 10,528,480 10,487,532 39.3
5,030,558 15.8 4,165,657 3,639,918 13.7

維 持 補 修 費 344,522 1.1 332,401 332,401 1.2
補 助 費 等 4,562,847 14.4 4,434,894 3,915,748 14.7

うち一部事務組合負担金 3,009,407 9.5 3,009,407 2,974,227 11.2
繰 出 金 3,361,438 10.6 3,187,616 654,049 2.5
積 立 金 1,555,952 4.9 1,554,000 - -
投資・出資金・貸付金 432,575 1.4 302,335 11,500 0.0
前年度繰上充用金 - - -

2,810,277 8.9投 資 的 経 費 2,020,664
63,697 0.2う ち 人 件 費 63,697

2,810,277 8.9普通建設事業費 2,020,664

う ち
1.9{ 2,022,542 6.4 1,972,040

災害復旧事業費

608,045 38,948

- - -
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

31,743,856 100.0 26,526,047

内
訳

経常経費充当一般財源等計
19,041,148 千 円

経  常  収  支  比  率
71.4 ％ ％74.3

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

平成17年度 (千円)

30,093,865

11,821,977

うち減税補てん債

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

344,337

構成比

1.1

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

344,337
総 務 費 5,155,588 16.2 182,562 4,856,667
民 生 費 9,464,774 29.8 189,788 6,075,671

3,133,436衛 生 費 9.9 75,260 2,922,165
労 働 費 - - - -
農 林 水 産 業 費 914,248 2.9 356,431 652,130
商 工 費 313,599 1.0 16,027 277,369
土 木 費 3,696,080 11.6 1,643,204 3,187,340
消 防 費 2,235,535 7.0 27,779 2,217,664
教 育 費 4,244,744 13.4 319,226 3,784,414
災 害 復 旧 費 - - - -
公 債 費 2,241,515 7.1 - 2,208,290
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

21,374,065

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 31,743,856 100.0 2,810,277 26,526,047

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

上 水 道

市 場

介護サービス

国民健康保険

そ の 他

3,724,061
1,091,758
362,623

29,661
1,329,437

35,721

874,861

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 469,865
再 差 引 収 支 -505,992
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 17,625
被 保 険 者 数 ( 人 ) 39,286

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 71
国 庫 支 出 金 66
保 険 給 付 費 135

区　　　分 平成18年度 (千円)

21,702,794

基準財政収入額 19,095,540
基準財政需要額 12,370,221
標準税収入額等 24,919,115
標 準 財 政 規 模 25,458,435
財 政 力 指 数 1.43
実質収支比率 14.0
経常一般財源等比率 100.6
公債費負担比率 7.3
公 債 費 比 率 4.8

起債制限比率 4.7

積立金 財  調 2,568,363
減  債 100,000
特定目的 2,109,094

地 方 債 現 在 高 21,203,306
うち政府資金 16,583,985(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 -
保証・補償 -
そ  の  他 4,056,866
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 600,000
徴
収
率

現
年計

98.3 90.5
98.1 90.1
98.3 90.3

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)
(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

1.36

債
務
負
担
行
為
額

29

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

180,100 0.5 - -
850,000 2.4 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

21,697,595

- -

100.0

10.6
100.5
8.1
6.2
10.1
5.5

1,954,156
-

1,711,469
21,662,398
16,681,013

の 指 定 状 況

9.4実質公債費比率(％)

22,125
-

4,279,617
-
-

600,000
97.7 88.4
97.7 86.9
97.6 88.4


